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第１条（目的） 

本約款は、関西エアポートテクニカルサービス株式会社（以下「当社」といいます。）が、関西国際空

港内の照明設備に係る管球交換作業（以下「本作業」といいます。）を実施するにあたり、利用者と当

社との間における基本的な条件を定めることを目的とします。 

 

第２条（適用） 

１ 本約款は、利用者が当社に対して本作業を依頼し、当社がこれを受け付ける場合に適用されます。 

２ 利用者は、本作業を申し込むにあたり、本約款の内容を確認し、これに同意したものとします。 

３ 利用者と当社との間で、本約款と異なる個別の合意を行った場合は、当該個別合意が優先して適用

されるものとします。 

 

第３条（定義） 

本約款において使用する用語の意味は、次の各号に定めるとおりとします。 

用語 用語の意味 

１ 利用者 当社に本作業を依頼する法人、団体又は事業者 

２ 管球 照明器具に使用される電球、蛍光灯その他これらに類する交換用部材 

３ 部材費 交換用管球その他本作業に必要となる部材の販売価格 

４ 作業料金 本約款に定める本作業に係る労務費及び事務処理費用 

 

第４条（作業対象） 

本作業の対象は、次の各号に定める照明設備とします。 

（１）関西エアポート株式会社の資産に係る照明設備 

（２）利用者の資産に係る照明設備 

 

第５条（作業範囲） 

１ 本作業は、１２本までの管球交換作業であって、脚立（高さ２メートル程度）を使用して実施可能

な範囲の作業に限るものとします。 

２ 作業範囲及び作業方法については、現地状況、安全性、作業環境その他の条件を踏まえ、当社が判

断するものとします。 

３ 作業の実施可否については当社が判断するものとし、当社が安全上、技術上又は設備上の理由によ

り適切な作業の実施が困難であると判断した場合は、当該作業の全部又は一部を実施しないことが

できるものとします。 

４ 管球交換数量が第１項の数量を超える場合、又は高所作業車、足場その他の仮設設備を使用する作



業は、本約款に基づく本作業の対象外とします。 

５ 本作業の対象となる照明器具は、ＪＩＳ規格適合品を含む一般的な照明器具であって、当社が管球

交換可能と判断したものに限るものとします。特殊照明器具、特注品、製造終了等により交換用管

球の調達が困難な照明器具、その他当社が交換困難と判断する照明器具は対象外とします。 

６ 前項に定める対象照明器具に該当するか否かについては、当社が判断するものとします。 

７ 第１項から第６項までに定める本作業の対象外となる作業については、本約款に定める料金の適用

対象外とし、その取扱いについては当社及び契約者が別途協議のうえ定めるものとします。 

 

第６条（申込及び受付） 

１ 利用者は、電話その他当社が認める方法により、本作業を申し込むものとします。 

２ 利用者は、本作業の申込みに際し、本約款が適用されることを確認し、これに同意したうえで申込

みを行うものとします。 

３ 当社は、前項の申込みを受け付けた場合、受付日時、利用者名、依頼者名、連絡先、作業場所、作

業内容、概算の交換本数その他当社が必要と認める事項を、当社所定の方法により記録するものと

します。 

４ 当社は、前項に基づき記録した受付内容をもとに、本作業の実施可否、作業内容、作業予定日時そ

の他必要事項を確認し、利用者と調整するものとします。 

５ 当社は、申込内容、現地状況、作業体制その他の事情により、本作業の実施が困難であると判断し

た場合、申込みを承諾しないことができるものとします。 

６ 当社が第３項に基づき作成した受付記録は、本作業の実施内容及び請求内容を確認するための資料

として取り扱うものとします。 

 

第７条（利用契約の成立） 

１ 利用者による本作業の申込みを受けた後、当社が現地状況、安全性、作業環境、対象照明器具その

他必要な事項を確認し、本作業の実施が可能であると判断して利用者に通知した時点で、本作業に

係る利用契約が成立するものとします。 

２ 当社は、前項の確認の結果、本作業の実施が困難又は不適当であると判断した場合、利用者の申込

みを承諾しないことができるものとし、この場合、利用契約は成立しないものとします。 

 

第８条（作業実施調整） 

１ 利用者及び当社は、本作業の実施日時その他必要事項について協議し、調整を行うものとします。 

２ 当社は、業務状況、作業員の手配状況、現地状況その他の事情により、利用者の希望日時に本作業を

実施できない場合があります。 

 

第９条（作業の実施） 

１ 当社は、利用者との間で調整した内容に基づき、本作業を実施するものとします。 

２ 利用者は、本作業の実施に必要な範囲で、作業場所への立入り、作業スペースの確保、対象照明器具



の確認その他必要な協力を行うものとします。 

３ 当社は、作業中に安全上又は技術上の支障があると判断した場合、作業を中止し、又は作業内容を変

更することができるものとします。 

 

第１０条（作業完了報告） 

当社は、本作業の完了後、作業実施確認書により、利用者に対して作業完了の報告を行うものとします。 

 

第１１条（再委託） 

１ 当社は、本作業の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができるものとします。 

２ 当社は、再委託先に対し、本約款に基づき当社が負う義務と同等の義務を負わせるものとします。 

３ 当社は、再委託先の行為について、利用者に対し責任を負うものとします。 

 

第１２条（料金） 

１ 第４条第１号に定める関西エアポート株式会社の資産に係る照明設備の管球交換作業については、利

用者に対する作業料金の請求は行わないものとします。 

２ 第４条第２号に定める利用者の資産に係る照明設備の管球交換作業については、利用者は当社に対

し、次の料金を支払うものとします。 

区分 作業1回当たりの交換本数 料金（税抜） 

（１） １本以上６本以下の場合 ２，３００円  

（２） ７本以上１２本以下の場合 ４，７００円  

３ 前項の料金には、本作業に係る労務費及び事務処理費用を含むものとします。 

４ 部材費は前項の料金に含まれないものとし、利用者の負担とします。 

５ 当社が供給する部材費については、当社所定の販売価格により利用者に請求するものとします。 

６ 前項の販売価格には、交換用管球の回収及び処理に要する費用を含むものとします。 

７ 本条に定める料金には、消費税及び地方消費税を含まないものとし、利用者は別途法令に定める消費

税等を支払うものとします。 

８ 第２項の「作業 1回」とは、同一利用者からの一の申込みに基づき、当社が同一日又は当社が指定す

る一連の作業時間内に実施する管球交換作業をいいます。ただし、作業場所、作業内容、作業時間帯

その他の事情により一体の作業として取り扱うことが適当でないと当社が合理的に判断する場合は、

別個の作業として取り扱うことがあります。 

 

第１３条（支払方法） 

１ 当社は、一定期間ごとに本作業の数量及び費用を集計し、利用者に請求するものとします。 

２ 利用者は、当社から請求を受けた場合、当社が指定する期日までに、当社指定の金融機関口座へ振り

込む方法により支払うものとします。 



３ 振込手数料は、利用者の負担とします。 

 

第１４条（延滞金） 

利用者が本約款に基づき当社に支払うべき金額の支払を遅滞した場合、利用者は、支払期限の翌日から

支払済みまでの期間に応じ、年１４．６％の割合により計算した延滞金を当社に支払うものとします。 

 

第１５条（端数処理） 

本約款の規定により算出した金額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

 

第１６条（秘密保持） 

１ 利用者及び当社は、本作業の申込み又は実施に関連して知り得た相手方の秘密情報及び個人情報を、

相手方の事前の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならず、本作業の目的以外に利用してはなら

ないものとします。 

２ 当社は、再委託先に対し、前項と同等の義務を負わせるものとします。 

 

第１７条（反社会的勢力の排除）  

１ 当社及び利用者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、     

暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等その他

これらに準ずる者 （以下「反社会的勢力等」という）に該当しないこと、及び次の各号のいずれか

一にも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを表明し、保証します。  

（１）役員等（役員又はその支店若しくは営業所を代表する者をいう。）が現在、反社会的勢力等であ

ること  

（２）反社会的勢力等が顧問に就任するなど、事実上経営に参加していること  

（３）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的 

をもって、反社会的勢力等を利用していること  

（４）役員等がいかなる名義をもってするかを問わず、反社会的勢力等に対して、金銭、物品その他 

の財産上の利益を不当に与えていること  

（５）役員等が反社会的勢力等と社会的に非難されるべき関係を有していること  

２ 当社及び利用者は、自ら又は第三者を利用して次の各号に掲げる行為を行うことを禁じます。   

（１）暴力的な要求行為  

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為  

（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為  

（４）風説を流布、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害す 

る行為  

（５）その他前各号に準ずる行為   

３ 当社又は利用者は、自己の責めに帰すべき事由の有無を問わず、相手方が前２項に違反していると合

理的に判断した場合には、何らの催告をすることなく、直ちに本約款に基づく利用契約の全部又は一



部を解除することができます。  

４ 前項の規定により、本約款に基づく利用契約が解除された場合、解除された者は、相手方に対し、相

手方の被った一切の損害を賠償しなければなりません。  

５ 第３項の規定により、本約款に基づく利用契約が解除された場合、解除された者は、解除により生じ

る損害について、その相手方に対し、一切の請求を行えません。  

６ 当社及び利用者は、反社会的勢力と取引関係を有してはならず、事後的に、反社会的勢力との取引関

係が判明した場合には、これを速やかに解消できるよう必要な措置を講じなければなりません。 

 

第１８条（損害賠償） 

１ 利用者及び当社は、本作業の実施に関連して、自己の責めに帰すべき事由により相手方又は第三者に

損害を与えた場合は、直ちに相手方に報告し、その損害のため必要を生じた経費を負担するものとし

ます。 

２ 前項に基づく損害賠償額は、故意又は重過失による場合を除き、当該損害の原因となった管球交換作

業について利用者が当社に支払うべき作業料金及び部材費の合計額を上限とします。 

３ 前項の部材費には、交換用管球その他部材の販売価格に含まれる回収及び処理費用を含むものとしま

す。 

４ 天災地変その他利用者又は当社の責めに帰することのできない事由により生じた損害については、利

用者及び当社は責任を負わないものとします。 

 

第１９条（当社による作業の中止又は拒否） 

当社は、次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、本作業の実施を中止し、又は申込みを拒否す

ることができるものとします。 

（１）安全上、技術上又は設備上、本作業の実施が困難である場合 

（２）利用者が必要な協力を行わない場合 

（３）対象照明器具が本約款に定める対象外である場合 

（４）本作業が通常の管球交換作業の範囲を超える場合 

（５）その他当社が本作業の実施が適切でないと判断した場合 

  

第２０条（利用者による申込みの取消し） 

利用者は、本作業の申込みを取り消す場合、速やかに当社へ連絡するものとします。なお、取消しの時

期、作業準備状況、部材手配状況その他の事情により当社に費用が発生している場合、利用者は当社が

別途請求する費用を負担するものとします。 

 

第２１条（約款の変更）  

１ 当社は、本約款の変更が利用者の一般の利益に適合する場合、又は本約款の変更が本作業に係る契約

の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容の相当性その他変更に係る事情に照らして合理的であ

る場合、民法第 548条の 4の定めに従い、本約款を変更することができるものとします。 



２ 当社は、本約款を変更する場合、変更後の本約款の内容、効力発生日その他必要な事項を、当社ホー

ムページへの掲載その他適切な方法により、効力発生日までに周知します。 

 

第２２条（本作業の終了又は変更） 

当社は、業務運営上の都合、法令・社内規程の変更、作業体制の変更その他やむを得ない事情がある場 

合、本作業の全部又は一部を終了し、又は内容を変更することができるものとします。 

 

第２３条（準拠法） 

本約款の成立、効力、履行及び解釈に関する一切の事項は、日本国の法令に準拠するものとします。 

 

第２４条（合意管轄） 

本約款又は本作業に関して利用者と当社との間に紛争が生じた場合、大阪地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とします。 

 

第２５条（協議） 

本約款に定めのない事項又は本約款の解釈に疑義が生じた場合は、利用者及び当社が誠意をもって協議

し、解決するものとします。 

 

第２６条（窓口） 

本作業に関する申込み、請求に関する窓口は、次のとおりとします。 

区分 担当部門 電話番号・受付時間 

利用申込窓口 関西エアポートテクニカルサービス株式会社 

設備管理部 関空調査修理課 

０７２－４５５－２９４１ 

２４時間３６５日 

請求窓口 関西エアポートテクニカルサービス株式会社 

事業部 関空営業課 

０７２－４５５－４９０３ 

平日９時～１７時３０分 

 

附則 

本約款は、２０２６年１０月１日から適用します。 

 

以上 


